
（参考）土壌汚染対策法の概要 

《土壌汚染対策法のしくみ》 

 

 

 
 
 

 

 
 
  

※土壌汚染の除去が行われた場合は、区域の指定を解除・公示する（法第６条、第 11条）。 

要措置区域（法第６条） 
法第６条第１項第２号に該当 
（人の健康被害のおそれあり） 

形質変更時要届出区域（法第 11条） 

法第６条第１項第２号に非該当 
（人の健康被害のおそれなし） 

【汚染の除去等の措置】（法第７条） 
・県（政令市等）は、汚染原因者又は土地所

有者等に対し汚染の除去等の措置等を記載

した計画の提出を指示する。 
・計画に基づく措置（実施措置）が履行され

ない時は、県（政令市等）は実施措置を講

ずべきことを命令することができる。 
【土地の形質の変更の禁止】（法第９条） 
・実施措置等として行う行為等を除き、土地

の形質の変更はできない。 

【土地の形質の変更の届出等】（法第 12条） 

・土地の形質変更をしようとする者は、変更に

着手する日の 14日前までに、県（政令市等）

に届出をする。 

・届出の内容が適切でない時は、県（政令市等）

は、計画の変更を命令することができる。 

公示（法第６条、第 11条）するとともに、台帳に記載して公衆に閲覧（法第 15条） 

規制対象区域に指定 

ただし書き申請…猶予 
 

指定の申請 

（法第 14条） 

3,000㎡以上（有害物質

使用特定施設は 900 ㎡

以上）の土地の形質変

更の届出（法第４条） 

汚染により健康被害が

生ずるおそれ 

（法第５条） 

調査不要 

無し 
汚染のおそれ 

有り 

調査命令 
調査命令 

土 壌 汚 染 状 況 調 査 

水質汚濁防止法の有害物

質使用特定施設廃止 

（法第３条） 

 

自主測定調査に

より汚染が判明 

（法第 14条） 

調査命令 

900 ㎡以上の土地の

形質変更の届出 

（法第３条第７項） 

法第６条第１項 
第１号に該当 
（土壌汚染あり） 

区域指定なし 
基準適合 

基準不適合 



 
 《対象物質（特定有害物質）とその基準（指定基準）》 

 特定有害物質 
（法第２条） 

指定基準（法第６条） (参考) 
直接摂取によるリス

ク 
土壌含有量基準 
（ｍｇ／kg） 

地下水の摂取による

リスク 
土壌溶出量基準 
（ｍｇ／Ｌ） 

第二溶出量基準 
（ｍｇ／Ｌ） 

第
一
種
特
定
有
害
物
質 

(

揮
発
性
有
機
化
合
物)  

四塩化炭素  0.002 0.02 
1,2－ジクロロエタン  0.004 0.04 
1,1-ジクロロエチレン  0.1 1 
1,2-ジクロロエチレン  0.04 0.4 
1,3－ジクロロプロペン  0.002 0.02 
ジクロロメタン  0.02 0.2 
テトラクロロエチレン  0.01 0.1 
1,1,1－トリクロロエタン  1 3 
1,1,2－トリクロロエタン  0.006 0.06 
トリクロロエチレン  0.01 0.1 
ベンゼン  0.01 0.1 
クロロエチレン  0.002 0.02 

第
二
種
特
定
有
害
物
質
（
重
金
属
等
） 

カドミウム及びその化合物 45 0.003 0.09 
六価クロム化合物 250 0.05 1.5 
シアン化合物 50(遊離シアン 

として） 
検液中に検出され

ないこと 
1 

 
水銀およびその化合物 15 0.0005 0.005 
 アルキル水銀 検液中に検出され

ないこと 
検液中に検出されな

いこと 
セレンおよびその化合物 150 0.01 0.3 
鉛およびその化合物 150 0.01 0.3 
砒素およびその化合物 150 0.01 0.3 
ふっ素およびその化合物 4,000 0.8 24 
ほう素およびその化合物 4,000 1 30 

第
三
種
特
定
有
害 

物
質(

農
薬
等) 

シマジン  0.003 0.03 
チウラム  0.006 0.06 
チオベンカルブ  0.02 0.2 
ＰＣＢ  検液中に検出され

ないこと 
0.003 

有機りん化合物  検液中に検出され

ないこと 
1 

 
 
 
 
 
 
 


